
令和８年度 岸和田土木事務所における地域防災に関する取組方針

■防災知識の普及
・管内市と連携し、府民に対して風水害や大規模地震に対する防災啓発

〇防災・安全フィールドワークキャラバン（泉南市・イオングループ合同防災訓練）

▷避難所運営におけるQOL向上に向けた取り組み（危機管理室と連携）

・キッチンカーやイオンと連携した炊き出し訓練

・トイレカー、組立式トイレ等の展示、各種啓発

■地域防災力の向上
・コミュニティタイムライン作成支援、要配慮者利用施設の避難訓練実施率向上

〇管内市町の危機管理部局との連携強化

▷コミュニティタイムライン作成支援など市町の地域防災力の向上

■防災関係機関との連携強化
・管内市町及び救助機関との連携強化

▷泉南地区支部消防総合訓練等での連携

▷各市町が開催する防災訓練での日頃からの連携

R6.10.26 りんくうイオン

R6.8.18 いきいきパークみさき

防災・安全FWC

岸和田市総合防災訓練岬町 タイムライン作成支援



防災訓練（炊き出し訓練）

目標：府内で年間15回の訓練実施
※交付金のKPI（重要業績評価指標）による目標値

大阪市 松原市 豊能郡能勢町

堺市 柏原市 泉北郡忠岡町

岸和田市 四條畷市 泉南郡熊取町

吹田市 交野市 泉南郡田尻町

八尾市 大阪狭山市 泉南郡岬町

富田林市 阪南市 南河内郡河南町

河内長野市 三島郡島本町 南河内郡千早赤阪村

炊き出しセットの配備先市町村一覧

※中部防災拠点でも保管しておりますの
で、配備されていない市町村に置かれま
しては訓練時に借用が可能です。

・新しい地方経済・生活環境創生交付金（地
域防災緊急整備型）を活用し、令和７年度に
169台の炊き出しセットを購入しています。

・今後、各土木事務所を通じて訓練等での活
用について別途調整させていただきます。
（大阪市、堺市は除く）

オリジナル炊き出しセット
デリバリーステーション
岩谷産業株式会社

設置には幅1.2m×奥行0.6mのスペース
が必要です。

有事の際に使用できるよう、平時の各防災イベント・訓練において積極的な活用をお願い
します。

R8.4
大阪府危機管理室

災害対策課



〔様式〕令和8年度　訓練や防災イベント及び研修予定状況調査シート

　　　調査対象：市町村が行う訓練や防災イベント、地域連絡部等が係る訓練や防災イベント及び研修

例 大阪府
淀川水防・大阪
府地域防災総

合演習
5月 24日

大阪府
大阪市旭区太子橋
一丁目地先
淀川左岸河川敷

大阪府、大阪市、
国土交通省、守口
市、枚方市、寝屋川
市、大東市、門真
市、東大阪市、四條
畷市、交野市など

水防工法、情報伝達訓練（ホットライン） 災害派遣
要請訓練、避難広報訓練、現地情報収集、災害対策
本部設置訓練、迂回路誘導訓練、負傷者緊急搬送
訓練、展示ブース設置　等

1,000人 　 〇 風水害 〇 〇 〇 〇 〇 〇 簡易トイレ等の組立を実演し、来場者向けに展示・説明を行う予定

1 岸和田市 災害対策本部
設置訓練

4月 22日 市役所本庁舎 岸和田市

１　目　的
　　危機管理課及び危機管理課兼務職員をもって災害対策本部設置
訓練を実施して、最低限の初動対応ができるよう備える。この際、本
庁舎が停電した際の応急的な非常電源の発動及び照明機器の明度
点検を行う。
２　主要演練項目
 (1)　災害情報システムの運搬・設置
 (2)  非常用発電機による電力供給

20人 　 〇 全て 〇 〇

2 岸和田市 風水害初動対
処訓練

5月 28日 市役所本庁舎 岸和田市

１　目　的
　　災害応急対策配備体制における初動対策室（ﾚﾍﾞﾙ2）及び災害対
策本部（ﾚﾍﾞﾙ3）の設置・運営に関する訓練を実施
　して、出水期の風水害に備える。
２　主要演練項目
(1)  初動対策室(ﾚﾍﾞﾙ2)の運営（情報処理）
(2)　初動対策室(ﾚﾍﾞﾙ2)から災害対策本部(ﾚﾍﾞﾙ3)への移行

60人 〇 〇 風水害 〇 〇

3 岸和田市 大規模地震初
動対処訓練

7月

消防本部、藤波倉
庫、保健センター、
競輪場、市民セン
ター等

防災関係機関

１　目　的
　　南海トラフ地震発生前の臨時情報の収集から発災後の初動対処について、
災害対策本部事務局、食料物資Ｇ、福祉
　救護Ｇ及び避難支援・学校Ｇを指定場所に実設して、災害対策本部の組織的
運用について練度向上を図る。
　この際、大阪トラック協会、大阪広域水道企業団岸和田水道センターとの連携
を維持する。

２　主要演練項目
 (1)  共通の項目
　　　本部事務局、食料物資Ｇ、福祉救護Ｇ及び避難支援・学校Ｇの体制整備及
び情報共有
 (2)  各Ｇの項目
　　ア　本部事務局　広域的応援部隊等の受入れの体制
　　イ　食料物資Ｇ　緊急物資の受入れ及び供給の体制
　　ウ　福祉救護Ｇ　医療救護及び避難行動要支援者への支援の体制

 　 エ  避難支援・学校Ｇ　避難所の開設及び運営の体制

100人 〇 地震 〇 〇 〇 〇

4 岸和田市 大阪880万人
訓練連動

9月 市役所本庁舎等 岸和田市

  目　 的
       大阪880万人訓練に連動した庁舎からの避難訓練を実施し
て、避難誘導、負傷者の搬送、初期消火、負傷者の応急処置等
　　に関する問題点及び課題を把握して、大規模地震の際の庁舎にお
ける人的被害の局限を図る。

80人 〇 地震 〇 〇 〇

5 岸和田市 岸和田市総合
防災訓練

11月 岸和田競輪場第2
駐車場

防災関係機関、学
校・幼稚園、自主防
災組織等近隣住民

等約20団体

１　目　的 　　岸和田市地域防災計画に基づき、各防災関係機関・団体
が緊急時において相互に緊密な連携をし、迅速かつ的確な災害応急
対策ができる体制を確立することを目的とします。

700人 〇 地震 〇 〇 〇

6 岸和田市 孤立集落防災
訓練

1月 岸和田市山間部
内閣府、大阪府、防
災関係機関、自主
防災組織、警察等

地震や水害等によって中山間地域等の集落が孤立した事態を想定し
て、住民の安否や支援ニーズ等の把握、情報伝達、避難誘導、物資輸
送、救出救助、ドローンや衛星電話等の活用等の訓練を行うことを基
本とします。
また、地域特性等を鑑みて、任意により、訓練前ワークショップ及び訓
練後ワークショップを行います。

未定 〇 〇 地震・津波 〇 〇

7 岸和田市 国民保護図上
訓練

2月 15日 市役所本庁舎等
消防庁、大阪府、防

災関係機関等

武力攻撃予測事態又は弾道ミサイル着弾等が生起する場合に、国の
事態認定前後における基礎自治体の初動対応及び関係機関と連携
要領について、図上検証を実施する。これにより同様の事態が本当に
生起した場合の課題の把握と当面の処置を関係機関と共有する。 未定 〇 武力攻撃予測

事態等
〇 〇

8 貝塚市 校区訓練 小学校区 貝塚市
〇南海トラフの想定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
各避難所で市民と協力し避難所運営訓練

〇 地震
津波

〇
小学校区訓練を実施予定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各避
難所で市民と協力し避難所運営訓練

9 泉佐野市 地域防災支援
員研修

市役所庁舎及び同
周辺

地域防災支援員としての意識高揚
防災行政無線取り扱い習熟
マンホールトイレ・どんとこい設置

７８人 〇 共通 〇
防災
行政
無線

概要と同じ

10 泉佐野市 防災士フォロー
アップ研修

市役所庁舎及び同
周辺

市内在住の防災士
防災士としてのスキルの維持・向上
（市防災施策の普及、マンホールトイレの設置訓練
等）

８０人 〇 〇 共通 〇 〇

本市
防災
施策
等の
普及

概要と同じ

11 泉佐野市 泉佐野市職員
災害対応訓練

9月 4日 泉佐野市役所及び
各避難所

泉佐野消防署
泉佐野市消防団

泉佐野警察
自衛隊　ほか

災害対策本部訓練、防災機関との連携及び避難所
開設訓練

約５００人 〇 〇 地震
津波

〇 〇 〇 〇 〇 マンホールトイレの設置訓練を含む災害時のトイレ対策（簡易トイレ、
トイレトレーラー等）を訓練

12 泉佐野市 大防災訓練 11月 1日 市内全域 各自主防災組織

シェイクアウト訓練
安否確認訓練
各地区ごとの防災訓練（避難所の開設・受付、救急
法、搬送法、炊出し等）

3500人 〇 〇 地震等 〇 〇 〇 〇 〇 〇 複数の自主防災組織による合同訓練の実施を追求

13 泉南市
泉南市・イオン
グループ合同

防災訓練
10月 24日 イオンモールりんく

う泉南

泉南市、大阪府、イ
オンモール（株）、
泉南警察署、陸上
自衛隊、泉州南消
防組合　ほか

泉南市防災広報システム訓練放送、警察パトカーに
よる警戒活動、消防はしご車による消防活動、自衛
隊高機動車による人命救助活動、バルーンテント
設置、展示ブース設置　等

1,000人 〇 地震
津波

〇 〇 〇

14 泉南市 初動対応訓練 1月 15日 泉南市役所及び
周辺地域

市職員のみ
災害対策本部員の参集訓練。発災直後、災害対策
本部から避難所先への物資搬送等の指示・調整、
受領までの一連の流れ等について訓練予定

30人 〇 〇 地震
津波

〇 〇 〇 〇 〇

15 阪南市
令和8年度阪南
市総合防災訓

練
1月 16日 阪南市全域

阪南市、自治会・自
主防災組織、阪南
市消防団、赤十字
奉仕団、要配慮者
利用施設、泉南警
察、泉州南広域消
防組合、自衛隊、水
道センター、防災協
定締結事業者

南海トラフ地震を想定し、実際に災害が発生した時
のように実働型の、身を守る行動、避難所への避
難、避難所の開設訓練を行う。

1,700人 〇 地震・津波 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ペット
同行
避難
訓練

地震発生を知らせる防災無線の発出から、市内各避難所への避難と
避難所開設を行うことで、実災害を想定した実働体験型の避難訓練
である点。
避難所では段ボールベッドや災害用洋式トイレの組み立て、一部では
ペット同行避難の受付と係留を行う。

ペット同行避難訓練の実施避
難所を増やすなど、昨年度の
訓練参加者と同等以上を見込
めるよう改善などを行う。

16 田尻町
田尻町子ども

会
防災キャンプ

田尻町立小学校
こども会会員及び
会員家族

防災イベント 100人 〇 〇

○　自衛隊車両・資機材の展示　質疑応答
○　段ボールベッドの組立て訓練
○　婦人会による炊出し訓練
○　消防指導の訓練（初期消火・救急体験・１１９番通報訓練・ドロー
　　ン展示）
○　消防団指導の放水体験

実施日については検討中

17 田尻町
令和７年度

防犯・防災イベ
ント

大阪府立警察学校
大阪府
泉州南消防組合

住民参加型の防災イベント ４５０人 〇 地震
津波

〇 〇 〇

○　住民、警察及び消防が協力し、土のうを作成、運搬、積上げを実
施
○　警察や消防の救出訓練
○　イベント終了後には、警察学校学生の誘導による、一時避難場所
へ
　　の避難訓練を実施

実施日については検討中

18 岸和田土木 風水害対策訓
練

5月 15日 岸和田土木事務所

大阪府
管内市町

（危機管理部局）

新年度転入者及び新規採用職員で水防業務に携
わる者、班長等の責任者を対象した風水害訓練
・水防警報河川における情報伝達手順の取得
・施設操作指令、連絡調整の基礎知識の取得
・市町とのホットライン運用の確認

50人 〇 風水害 　 〇 　

19 岸和田土木
泉南地域

地域連絡部員
研修

6月 岸和田土木事務所
大阪府

(岸和田土木職員)
R8年度地域連絡部員任命者への研修 １０人 〇 地震

津波
〇

20 岸和田土木
泉南地域

地域連絡部員
研修

8月
岸和田土木事務所
貝塚市役所
南部広域防災拠点

大阪府
各市町

(泉南市、阪南市、
田尻町除く)

R8年度地域連絡部員任命者への研修 30人 〇 地震
津波

〇

21 岸和田土木

泉南市・イオン
グループ合同

防災訓練
防災・安全

フィールドワー
ク・キャラバン

10月 イオンモール泉南
りんくう

イオンモール
泉南市　　　陸上自
衛隊第37普通科
連隊、岸和田海上
保安庁、泉州南消
防組合泉南消防署

泉南市・イオングループ合同防災訓練
防災・安全フィールドワーク・キャラバン

1,000人 〇 地震
津波

〇 〇 〇 キッチンカー炊き出し訓練、トイレトラック展示等防災啓発予定

22 岸和田土木 都市整備部
地震対策訓練

9月 岸和田土木事務所 大阪府
都市整備部　地震訓練
後方支援活動拠点の蜻蛉池公園でも初動訓練を
実施予定

〇 地震 〇 〇 〇 公園内のマンホールトイレの設置訓練を実施予定

23 岸和田土木

初動対応訓練
（１月訓練の緊
急防災推進員

訓練）

1月 泉南府民センター・
各市町危機管理

大阪府 危機管理室主催の地震訓練 50人 〇 地震
津波

〇 〇 〇

１2．訓練等の内容で特筆すべき事項があれば記載
（特に避難所運営に必要となるトイレ等の組立や各種啓発内容）

１3．その他　自由記述
（特にない場合は記載不要）

月
（ドロップ
リストから
選択して
ください）

日
（ドロップ
リストから
選択して
ください）
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４．実施月日 ９．訓練等の
形式

11．訓練等の内容（該当する項目すべてに「〇」を付けてください）

No.

１．土木事務所名
など

２．市区町
村名

（土木事務所及
び都市整備部
等、大阪府が
主催の場合は
記載不要）

３．訓練等の
名称

５．実施場所 ６．主な参加団体 ７．訓練等の概要 ８．参加人数
(半角数字のみ
記入してください。
概算の人数で結構で

す。)

10．想定災害
（例：地震、津波、風
水害など）

物

資

の

組

立

・

習

熟

（
ト

イ

レ

や

ベ

ッ

ト

等

）

展

示

や

広

報

啓

発

活

動

そ

の

他

（
自

由

記

述

）


